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国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画 地域対策計画［第１版］

各地域の深刻な事態と主な対策事例各地域の深刻な事態と主な対策事例



深刻な事態 南海トラフ巨大地震対策 地域対策計画

［中部ブロック］

〇中部ブロック全体で、津波による死者は最大で約13万
3,000人、救助を要する人は最大で約1万2,000人。

〇中部地方整備局において地震・津波災害に強いまちづくりガイ
ドラインを策定（H26.2）し、自治体の取組を支援。

地震・津波災害に強いまちづくりガイドラインの概要

①東日本大震災等から得られた教訓の伝承

木造住宅は６０％は全壊・
流出だが流出だが、
ＲＣ住宅は２０％が全壊、流
出は５％。

住民による住民のための避
難訓練の実施。（住民手作り
の避難経路で避難訓練）

②地震・津波災害に強いまちづくりに関するノウハウの提供

～まちづくり基本方針のイメージ～
〇まちの概要を把握する（歴史や市街地の拡大状況）。
〇将来人口や人口構成を把握する。

焼津市
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＜将来推定人口＞

③中部地方における事例の紹介

〇産業構造等を把握する。
〇将来の土地利用の方針を把握する。
〇建築物の耐震化の状況等を把握する。
〇社会資本整備の状況を把握する（交通施設、土木構造物等）。

短時間で襲来する津波（イメージ）
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平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年

：愛知県

：東海市

出典：平成20年12月推計、
国立社会保障・人口問題研究所

津波避難マウンド
津波避難施設

（道路上に設置される津波避難施設）

③中部地方における事例の紹介

袋井市 吉田町

袋井市（H25.12月完成）
海抜10ｍ、避難面積1,300㎡

吉田町（H25.9月完成）
海抜9.6m 避難面積628㎡

〇地震・津波災害に強いまちづくりガイドラインを策定（平成26年2月）
〇平成２６年度は、自治体が取り組む災害に強いまちづくりを支援する。 １



〇紀伊半島から大阪平野までの沿岸にかけて、浸水・土砂

深刻な事態 南海トラフ巨大地震対策 地域対策計画

〇総合啓開に関する計画を策定

［近畿ブロック］

紀伊半島 大阪平野ま 沿岸 け 、浸水 砂
崩れによる道路災害が発生し、救助・救援のための部隊
の進出が難航。

総合啓開 関する計画を策定
・ヘリ飛行計画の策定
・捜索・救助活動計画の策定（陸・海・空）
・タイムラインに沿った道路啓開・航路啓開計画の策定・緊急排水
計画の策定・和歌山県では、輸送路が海岸沿いに限られるため、不通区間が多く、土砂災害の影響もあり、孤立集

落が多数 生す 農業集落 漁業集落含 集落 庫 集落 立集落を想定※

近畿自動車道紀勢線
南紀田辺IC

計画の策定
落が多数発生する（農業集落・漁業集落含めて、362集落、兵庫県では19集落の孤立集落を想定※）

・大阪府全域で、地震による沈下の影響もあり、11,072haの津波浸水による被害が発生する。また、早
期避難者比率が低い場合は、13万人超の人的被害が発生する。

※中央防災会議 南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）（H25.3.18）

陸・海・空からの総合啓開
道路啓開計画(案)（紀伊半島沿岸）

道路啓開計画の概要

３兵庫県

大阪府

京都府 【津波到達時間】※  津波高１ｍ：３分
【最大津波高】※  17m（串本町沿岸）

5.0～10.0m

３

ガレキ撤去八尾空港

堺泉北港

陸路へ
の展開

空路で南紀白浜
空港へ展開

奈良県

5 0 10 0

洋上から
陸域へ救
命救助活
動を展開

津波浸水区域外
の高速道路から
沿岸域へ展開

凡 例

バ クホウ（ 以上）保管場所

資材保管場所

津波浸水予測区域

津波被害が著
しい国道42号を

啓開

備蓄資材（コルゲートパイプ）

被災地への支援命を守る 救急救命

和歌山県

5.0～10.0m

10.0
～20.0m

陸・海・空からの総合啓開タイムライン 暗渠排水管等による橋梁復旧

バックホウ（0.5以上）保管場所
クレーン（25t以上）保管場所

陸路による進出
海路による進出
空路による進出

啓開

被災地 の支援

直後 3時間～ 24時間後～ 72時間後～

▼津波警報の発表状況により活動開始時間及び活動エリアが変動する

命を守る 救急救命

陸上からの救命救助（部隊空輸）

阪和道緊急車両通行 Ｒ４２通行 道路啓開

陸上からの救命救助（大阪府側よりＲ４２で陸上を南進）

港湾からの船舶による輸送

空港運用開始（点検後速やかに）

串本 周辺 津波浸水想定

3.0～5.0m

※出典：H25和歌山県

敷鉄板

和歌山県南方沖への水路確保

船舶からの支援活動（和歌山県南方沖）

港湾啓開

落橋、橋梁流出、道路崩落

串本町周辺の津波浸水想定

〇地震・発災後からの道路啓開計画（案）について、関係機関と検
討（平成23 25年度）

暗渠排水管（コルゲートパイプ）

討（平成23～25年度）。
〇平成26年度は、啓開訓練の実施及び検証等を行い、道路啓開

計画（案）に反映し、発災後における迅速かつ的確な啓開活動
の確立に向けた検討を重ねていく。※写真はイメージ ２



○輸送網の不通により 大量の避難者（岡山県 広島県 山

深刻な事態 南海トラフ巨大地震対策 地域対策計画

［中国ブロック］

○山陽側の緊急輸送道路及び本州四国連絡橋の点検を迅速に実施○輸送網の不通により、大量の避難者（岡山県、広島県、山
口県で約７０万人）への物資供給が途絶。

○山陽側の緊急輸送道路及び本州四国連絡橋の点検を迅速に実施。
支障物等による不通箇所を早急に解消し、緊急輸送ルートを確保。

〇民間事業者等を総動員した物資輸送の展開により救援物資を供給。

〇中国圏内の応援対応に加え、中国圏域を超えた応援体制の構築。
救援物資輸送の問題点

・自治体が被災を受ける中、膨大な数の避難者が発生することにより、救援物資の要請が殺到し、

自治体の対応能力を超える

緊急物資輸送の計画の概要

自治体の対応能力を超える。

・被災地に救援物資の集積所が必要。

自治体施設ではスペース不足。

・自治体関係者のみでは、集積地への配送等のコントロール体制が不足。

緊急物資等の引渡し体制が不足。

・輸送の車両・ドライバーの不足。

広域物資拠点

倉庫・トラックターミナル

津波浸水１m以上

震度階級

物流事業者の協力により、迅速
かつ的確な物資輸送を展開する 震度階級

６強

６弱

かつ的確な物資輸送を展開する

自治体庁舎の被災
物流の途絶による物資の不足

膨大な数の避難者の発生

物流専門家による仕分けやオペレー
ションにより、物資輸送を展開する物流事業者保有の倉庫を活用

し、物資輸送を展開する

倉庫等物流施設被災

浜田港

陸路経路断絶、物流施設被災

港湾施設や船舶航行障害

四国への輸送ルートの途絶

津波浸水箇所のある港湾施設

津波浸水 な 港湾施設

陸路経路断絶、物流施設被災

港湾施設や船舶航行障害

四国への輸送ルートの途絶

津波浸水箇所のある港湾施設

津波浸水 な 港湾施設

自治体と物流事業者団体間の輸送・保管・物流専門家
派遣 関する協力協定 締結を促進

自治体と物流事業者団体の協力協定の締結促進
輸送協定（トラック協会） ５件
保管協定（倉庫協会他） ３件

<H25.10末現在の協定締結状況>

倉庫等物流施設被災

広島県

岡山県

岡山港

宇野港
水島港

津波浸水しない港湾施設津波浸水しない港湾施設

陸路の流通経路の断絶

派遣に関する協力協定の締結を促進

■中国圏内の広域災害を想定し、民間物資拠点のリストアップを継続的に拡充。

■四国圏域への支援等、広域的な連携を推進。

民間物資拠点のリストアップの更なる充実

保管協定（倉庫協会他） ３件
物流専門家派遣協定 ６件
（上記２協会）

山口県

宇野港

福山港
尾道糸崎港

呉港

広島港

岩国港

大西港

小型船や漂流物の発生

支援物資輸送訓練の実施

物資数量の確認物資の運送手順の確認

■四国圏域に支援物資集積拠点の設置が困難という
想定のもと、広島県内から愛媛県内への支援物資
輸送の訓練を平成26年1月に実施。

■支援体制や手順等を確認。

※ ※拠点の数と位置はイメージ

徳山下松港
船舶航行障害の発生 物資数量の確認物資の運送手順の確認

〇緊急物資輸送の計画を策定（平成25年度）
〇緊急物資輸送の計画に基づく民間物資拠点の更なる充実を図

る（平成26年度） ３



〇中山間地域を中心とした地域で広域かつ多数の大規模土

深刻な事態 南海トラフ巨大地震対策 地域対策計画
四国ブロック

○砂防堰堤等の重点的整備〇中山間地域を中心とした地域で広域かつ多数の大規模土
砂崩壊が発生し、河道閉塞（天然ダム）等が形成され、上
流で湛水被害、下流で河道閉塞決壊による土石流被害が
発生する。

○砂防堰堤等の重点的整備
〇発災後の対応計画の事前策定
○緊急調査等に必要な装備の充実
〇職員の技術力向上

対策の概要

流域 善徳
地すべり防止区域

脆弱で急峻な地すべり・崩壊の多発地帯において、強い揺れが発生。

東谷砂防堰堤

防災拠点
（消防屯所）

集落

防災拠点・地域にとって重要な交通網等の保
全のための砂防堰堤整備

地すべり等の土砂災害及びそれに起因する
河道閉塞（天然ダム等）に備えた対応計画策定

吉野川

県道
石鎚公園線

祖谷川
県道
山城東祖谷山線

集落

本来の河道
ブイ部

湛水による集落水没状況
（2004.12 新潟県長岡市）

天然ダムの

分解・運搬可能な

河道閉塞による湛水

ヘリで設置可能な

決壊事例
（2012.7
インドネシア ア
ンボン島）

芋川

ケーブル

水位計
ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥによる
災害応急対応支援

大規模土砂災害に備えた対応研修
平成25年6月10日～12日

無人化施工機械の配備
【1台導入済み】

地震による地すべり
で河道閉塞を形成

投下型水位観測ブイの準
備【1基導入済み】

ハード・ソフト一体となった対策・事前の備えの実施

〇吉野川水系及び重信川水系において、緊急輸送路等を保全する砂防堰
推進 模 害

新潟県中越地震により発生した地すべり
による河道閉塞形成状況
（2004.10 新潟県長岡市）

下流域の氾濫事例
（ 2012.7 インドネシア アンボン島）

堤の整備を推進し、大規模土砂災害に備えた対応計画の検討等を実施
（平成25年度）。

〇吉野川水系及び重信川水系において、緊急輸送路等を保全する砂防堰
堤の整備を引き続き推進（平成26年度）。

４



深刻な事態 南海トラフ巨大地震対策 地域対策計画

［九州ブロック］

〇九州ブロックにおいて、道路では最大で約４，９００箇所が
被災し、救助・救援のための部隊の進出が難航。

〇総合啓開に関する計画を策定
・道路啓開計画の策定
・港湾運営継続計画の策定
・空港の津波早期復旧計画の策定（宮崎空港・大分空港）・宮崎県の東側沿岸を中心に、震度６弱以上の強い揺れや５ｍを超える津波が広範囲に発生。

・強い揺れや巨大な津波による浸水等に伴い 道路では最大で約４ ９００箇所が被災 また 約７０箇

・浸水箇所の緊急排水計画の策定

浸 水 深

・強い揺れや巨大な津波による浸水等に伴い、道路では最大で約４，９００箇所が被災。また、約７０箇
所もの孤立集落が点在して発生。

・南北にはしる東軸の幹線道路（国道１０号、国道２２０号等）は、広範囲で津波被害等が発生。
・道路網の寸断により、広範囲にわたる多数の被災地への救助・救援のための部隊の進出が難航。

地震 津波発災後からの

道路啓開計画の策定
国東市宇佐市 等

震度分布 浸 水 深 地震・津波発災後からの
オペレーション（案）の検討
（九州幹線道路協議会［防災・維持管理
専門部会］ において検討）

別府市

大分市

臼杵市

津久見市

杵築市 等

○発災直後より優先して啓開を行う
佐伯市

延岡市

日向市 等

発災直後 り優先 啓開を行う
主要な道路 「啓開重点路線」を設定。
各道路管理者は発災後、調査、啓開
に努める。

【九州中央部の縦軸】
・九州縦貫自動車道 等

【九州東岸 向かう横軸】

宮崎自動車道

高鍋町 等

宮崎市

南市

：ステップ1

凡 例

【九州東岸へ向かう横軸】
・九州横断自動車道、国道57号

218号、222号 等

○今後、啓開訓練の実施及び検証等を
行い、本オペレーション（案）へ反映
（ＰＤＣＡ）し 発災後における迅速

宮崎県庁宮崎市役所

宮
崎
港

垂水南之郷線
志布志福山線

日南市

志布志市 等

串間市

：ステップ2

九州東岸の浸水被害
が想定される箇所

道路啓開ネットワークのイメージ図

（ＰＤＣＡ）し、発災後における迅速
かつ的確な啓開活動の確立に向け

た検討を重ねていく。

宮

〇地震・発災後からのオペレーション（案）について、関係機関と
検討（平成25年度）。

〇平成26年度は、啓開訓練の実施及び検証等を行い、本オペ

大淀川

宮
崎
空
港

〇平成26年度は、啓開訓練の実施及び検証等を行い、本オペ
レーション（案）に反映し、発災後における迅速かつ的確な啓
開活動の確立に向けた検討を重ねていく。拡大：宮崎市街地

５


